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Ⅰ 酒類販売事業者への支援について 

  

１ 県内酒類販売事業者の現状 

  昨年 12 月から続く、飲食店に対する営業時間の短縮要請や、外出自粛に

より、県内中小企業は厳しい経営環境に置かれている。特に、令和３年４月

28日からの「まん延防止等重点措置」の適用で、「酒類の終日提供停止」の

要請が加わったことにより、飲食店に酒類を納入している酒類販売事業者

は、他の業種とは比較できないほど、経営に甚大な影響を受け、厳しい状況

に陥っている。 

国は、「緊急事態宣言」や「まん延防止等重点措置」の適用により、売上に

大きな影響を受けた事業者に対し、月次支援金による支援を開始する予定で

ある。しかしながら、その上限額が、法人で月額 20 万円、個人事業主で月

額 10 万円に留まっており、酒類販売事業者からは、十分な金額ではなく、

更なる支援を求める声も多いため、酒類販売事業者に対して、国の支援に加

え、県による追加支援を検討する。 

  

２ 県の支援策（案） 

県が、飲食店に酒類を納入している酒類販売事業者に対し、国の月次支援

金に、上乗せをする形で支援を行う方向で検討を進める。 

なお、国は、こうした酒類販売事業者に対する都道府県の支援に対し、特

に、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の協力要請推進枠で

８割負担し、都道府県の支援を後押しするとしている。 

 

【参考】国の月次支援金の概要 

支援概要 ４・５月の緊急事態措置、まん延防止等重点措置の影響を受け

た事業者への支援 

対象 時短営業を行う飲食店と直接／間接の取引がある又は、不要不

急の外出・移動の自粛による直接的な影響を受けた全国の中

堅・中小事業者 

要件 ４月又は５月の売上が 2019 年又は 2020 年の同月比で、 

50％以上減少の場合 

支給額 

(上限) 
法人 20 万円/月、個人 10 万円/月 
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Ⅱ 大規模施設等に対する協力金の概要 

 

１ 特定大規模施設運営事業者等に対する協力金 

(1) 交付対象者 

特定大規模施設（※１）の運営により収益を得る事業者で、大規模施

設の休業・営業時間短縮等を決定する権限を有する事業者 

※１ 特定大規模施設･･･ 特措法第 24 条第 9項に基づく時短要請に応じた、 

建築物の床面積が 1,000 ㎡超の施設 

 (2) 協力金の計算方法 

  ア 自己利用部分面積（※２）に係る協力金 

 

 

 

     

※２ 自己利用部分面積･･･ 特定大規模施設運営事業者自らが一般消費者 

向け事業の用に直接供している部分 

    ＜自己利用部分面積に含めないものの例＞ 

・ テナント事業者等の区画面積 

・ 生活必需品の販売等を行う事業者の区画面積 

・ 階段、エスカレーター等のほか、事務室・倉庫など直接的に 

サービス等の提供を行っていない部分の面積 

 

  イ テナント事業者等把握管理等に係る追加交付分 

 

 

 

 

ウ 特定百貨店店舗（※３）に係る協力金 

 

 

 

※３ 特定百貨店店舗･･･ 当該店舗の売上が百貨店等にいったん計上され、 

その後分配される場合であって、当該百貨店等から 

一定の区画分配を受けて出店し、事業を営む店舗 

 

 

時短営業を行った自己

利用部分面積（1,000 ㎡

毎を１単位）× 

20 万円／日 

短縮した時間 

本来の営業時間 

× 

大規模施設に係るテナン

ト等の店舗数（10 店舗以

上の場合に限る。）× 

２千円／日 

× 
短縮した時間 

本来の営業時間 

特定百貨店店舗の数×

２万円／日 
× 

短縮した時間 

本来の営業時間 
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２ テナント事業者等に対する協力金 

(1) 交付対象者 

特定大規模施設の一部を賃借し、当該施設に来場した一般消費者を対

象に事業を営む事業者（飲食業に係る協力金の交付を受けている事業者

を除く。） 

(2) 協力金の計算方法 

  ア 映画館運営事業者等以外の事業者 

 

 

 

 

  イ 映画館運営事業者等 

 

 

 

 

 

時短営業した店舗等面

積（100 ㎡毎を１単位）

×２万円／日 

× 
短縮した時間 

本来の営業時間 

常設のスクリーン数×

２万円／日 
× 

短縮により上映できなくなった
上映回数 

本来予定していた上映回数 
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